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ショートステイ九十九園運営規程 

 

（目 的） 

第１条 利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生 

活を営むことができるよう、必要な日常生活の世話及び機能訓練を行うことに

より利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身

体的、精神的負担の軽減を図ることを目的とする。 

 

（運営方針） 

第２条 この事業は、利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提 

供を行う。 

   ２ 利用者、その家族に対し、サービスの提供方法等について理解しやすいように 

     説明する。 

   ３ 地域との連携及び市町村、居宅介護支援事業者、その他居宅サービス事業者等、 

     関係機関、団体との連携に努める。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 この事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

 

   １ 名 称  ショートステイ九十九園 

   ２ 所在地  京都府京田辺市大住池平９９番地１ 

 

（事業の実施主体） 

第４条 この事業の実施主体は、社会福祉法人 幸生福祉会とする。 

 

（職員の職種、及び員数） 

第５条 業務の遂行のために、次の職員をおく。ただし、その定数は利用者を当該特養

の入所とみなした場合における国が定める特別養護老人ホーム設備及び運営に

関する基準ならびに指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準

をみたしたものとする。 

      

   １ 管 理 者  1名 （同一敷地内にある居宅介護支援事業所を除く介護保険事

業所の管理者と常勤兼務） 

     管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

   2  医師   2名 （特別養護老人ホーム九十九園の医師と非常勤兼務 2名） 

     利用者の健康管理を行うとともに必要に応じ利用者の診療も行う。 



   3 生活相談員 常勤１名以上（特別養護老人ホーム九十九園の生活相談員と兼務） 

     生活相談員は、利用者及び家族の必要な相談に応じるとともに、適切なサービ 

     スが提供されるよう、事業所内のサービスの調整、関係機関との連携に努める。 

   4 介護職員又は看護職員 常勤換算方法で 20名以上 

（特別養護老人ホーム九十九園の介護職員又は看護職員と兼務） 

     介護職員は、短期入所生活介護の提供に当る。 

5 看護職員 常勤換算方法で 4名以上  

（うち１名以上は常勤、特別養護老人ホーム九十九園の看護職員と兼務） 

     看護職員は、利用者の健康チェック等を行い健康状態を的確に把握すると共に 

     利用者が各種サービスを利用する為に必要な処置を行う。 

6 管理栄養士 1名以上（特別養護老人ホーム九十九園の管理栄養士と兼務） 

  栄養並びに利用者の身体状況及び嗜好並びに適時適温を考慮した食事の提供が 

  行えるよう必要な役割をはたす。 

7 機能訓練指導員 1名以上 

（特別養護老人ホーム九十九園の機能訓練指導員と兼務） 

利用者の状況等に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を回復し、又はその 

減退を防止するための訓練を行う。 

8 事務員 1名以上（同一敷地内にある介護保険事業所の事務員と兼務） 

施設の維持・運営に必要な事務を行う。 

 

（営業日及び営業時間） 

第６条 この事業の営業は、年間を通じ運営する。 

（但し管理者が必要と認めた場合休日とすることがある。） 

   ２ 営業時間は、終日運営とする。 

     （但し、入所は 9：00～15：30とする。） 

 

（利用定員） 

第７条 この事業の利用定員は１日１０人以内とする。 

 

（事業内容） 

第８条 この事業の内容は次のとおりとする。 

      ２  利用者の心身の状況及び希望並びにその置かれている環境を踏まえて、短期入 

          所介護計画を作成する。 

      ３  短期入所介護計画に基づき、利用者の日常生活を行うのに必要な援助を行う。 

      ４  利用者に対しては、懇切丁寧に援助を行うとともに、利用者の要望に応じ、必 

          要なサービスを適切に提供する。 

      ５  利用者、その家族に対し、適切な相談、助言を行い必要な援助を行う。 



（利用料及びその他の費用の額） 

第９条  利用料の額は介護報酬告示上の額とする。 

    ２ 前項に食費及び滞在費の基準費用額（又は負担限度額）を加えた額。 

     （１）滞在費（１日分） 

     第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 

従来型個室 ３８０円 ４８０円 ８８０円 １６２０円 

多床室   ０円 ４３０円 ４３０円   ９３０円 

（２） 食費（１食あたり） 

朝食 ３２０円（第１～３段階の方は３００円） 

昼食 ６２０円（第１～３段階の方は５８０円） 

夕食 ６００円（第１～３段階の方は５６５円） 

 ３ 法定代理受領サービスに該当しない施設サービスを提供した際には、介護 

報酬告示上の全額に食事の基準費用額及び負担限度額を加えた額とする。 

４ その他利用者に負担させることが適当と認められる費用。 

（１）おやつ代 １１０円 / １回 （希望による） 

（２）各種催し参加費 ３００円 ～ １５００円 / １回 （希望による） 

    ５ 前項に掲げる費用の額を利用者の同意を得て支払いを受けることができる。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第10 条    この事業の送迎実施地域は、京田辺市内、城陽市（寺田、富野）区域、八幡市 

  （欽明台、美濃山、内里、岩田）区域、枚方市（長尾）区域の地域とする。 

 

（サービス利用に当たっての留意事項） 

第 11条    利用者は、次に掲げる事項について留意しなければならない。 

      ２  休所する場合は、必ず事前に連絡すること。 

      ３  送迎時には、必ず家族が在宅していること。 

      ４  体調等に変化が見られる場合は、送迎職員に伝達すること。 

      ５  持ち物には全て氏名を記入しておくこと。 

６ 居室や設備・器具は本来の用法にしたがって利用すること。 

７ 喫煙は決められた場所以外では行わないこと。 

８ 騒音等他の利用者の迷惑になる行為は行わないこと。 

９ 施設内での他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動・政治活動・営利

活動は行わないこと。 

 

（緊急時における対応方法） 

第 12条   利用者に心身上の異変が生じた場合、その他必要な場合には、家族に連絡する 



          とともに、協力病院へ連絡し、必要な措置を講ずる。 

（非常災害対策） 

第 13条  非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制を整備し、円滑な 

     消火活動に努める。 

   ２  併設する介護老人福祉施設九十九園の防災計画に基づき、防災の万全を期する 

          とともに、必要な訓練を定期的に行い従業者に周知する。 

      ３  地域消防団、隣接協力病院との連携強化を図る。 

 

（事故発生時の対応） 

第 14条 １．利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに利用 

 者家族及び関係機関等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

 また、賠償すべき事故が発生した場合は、できる限り速やかに損害賠償を行う。 

2． 事故が発生した時又はそれに至る危険性がある事態が生じた時に、当該事実 

 が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備し、 

 事故発生の防止のための委員会及び介護職員その他の従業者に対する研修を 

定期的に行う。 

 

（秘密保持） 

第 15条  職員は正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を

漏らすことのないよう、必要な措置を講じる。また居宅介護支援事業者等に

対し、利用者に関する情報を提供する際には、あらかじめ文書により利用者

の同意を得るものとする。 

   ２ 職員であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた 

     め、職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、職員との 

     雇用契約の内容とする。 

 

（身体拘束） 

第 16条  ご契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

      ただし、ご契約者又は他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急

やむを得ない場合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体

等を拘束する場合があります。  

 

（虐待防止に関する事項） 

第 17条  この事業は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置

を講じるものとする。 

（1）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、そ 



 の結果について、職員に周知徹底を図る。 

（2）虐待の防止のための指針を整備する。 

（3）職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

（4）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

２ この事業は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族

等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した

場合は、速やかに市町村に通報するものとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第 18条   職員は職務上知り得た利用者、その家族の秘密を漏らしてはならない。 

      ２  職員は、サービスの提供を利用者に強要又は金品その他の利益を収受してはな 

          らない。 

 

      ３  この事業の会計は、他の会計を区別し、会計期間は毎年４月１日から翌年の 

          3月 31日迄とする。 

      ４  この事業の運営規程の概要等を見やすい場所に掲示するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



附  則 

               この規程は、平成 12年 4月 1日から施行する。 

                

        平成 17年 4月１日 改訂 

        平成 17年 10月１日 改訂 

        平成 19年 4月１日 改訂 

        平成 20年 4月１日 改訂 

        平成 21年 4月１日 改訂 

        平成 22年 4月１日 改訂 

平成 23年 4月１日 改訂 

平成 24年 4月 1日 改訂 

平成 24年 10月 1日 改訂 

平成 25年 4月 1日 改訂 

平成 26年 4月 1日 改訂 

平成 27年 4月 1日 改訂 

 平成 28年 4月 1日 改訂 

 平成 29年 4月 1日 改訂 

平成 30年４月１日 改訂 

平成 31年 4月 1日 改訂 

 令和元年 10月 1日 改訂 

 令和 2年 4月 1日 改訂 

        令和 3年 8月 1日 改訂 

令和 5年 4月 1日 改訂 

令和 6年 4月 1日 改訂 

        令和 6年 8月 1日 改訂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


